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「厚生年金保険法の保険給付及び国民年金の給付に係る時効の特例等に関する法律」（年金時効特例法）の概要について

○ 年金記録が訂正された結果、年金が増額された場合でも、時効消滅により直近の5年間分の年金に限ってお支払いしていました。
〔具体例〕 60歳から年金を受給していた方で、71歳で追加すべき年金記録が見つかった場合

問合せ
  立川社会保険事務所 　　523―0351　ねんきんダイヤル　　0570－05－1165
  ホームページアドレス　http://www.sia.go.jp/　　 

年金時効特例法について
１．法律の概要

○ 既に年金記録が訂正されている方
⑴ 年金記録の訂正により年金が増えたが、従来、過去の増額分は時効消滅により直近の５年間分の年金に限ってお支払いしていた方
　 ⇒〔老齢・障害・遺族年金の時効消滅分が全期間さかのぼって支払われます〕
⑵ 年金記録の訂正により年金の受給資格が確認され、新たに年金をお支払いすることとなったが、従来、過去の分は時効消滅により直
　 近の５年分の年金に限ってお支払いしていた方
　 ⇒〔老齢・障害・遺族年金の時効消滅分が全期間さかのぼって支払われます〕
⑶ ⑴や⑵に該当する方が、亡くなられている場合には、そのご遺族の方
　 ⇒〔未支給年金の時効消滅分が支払われます〕
※ ご遺族の範囲は、お亡くなりになった当時、その方と生計を同じくされていた方に限り、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹の順と
　 なります。
○ 今後、年金記録が訂正される方
⑷ 今後、年金記録が訂正された結果、従来であれば、上記(1)～(3)と同じように、過去の分は直近5年間分の年金に限ってお支払いするこ
　 ととなる方
　 ⇒〔増額された老齢・障害・遺族年金や未支給年金が支払われます〕

２．対象となる方

○ 既に、年金を受給開始後に年金記録が訂正されている受給者の方
● できる限り簡単に手続きをしていただけるよう、あらかじめ必要な記載事項を印字した用紙を順次発送いたします。（平成19年9月～）
● 今すぐに手続きをしていただくこともできます。その場合には、お近くの社会保険事務所に、必要な書類をご提出（または郵送）していた   
　だきますようお願いいたします。
※ 郵送で手続きをされる際に必要となる用紙は、下記のお問合せ先からお取り寄せいただくか、社会保険庁ホームページからプリントア
　 ウトしていただきますようお願いいたします。
※ お手続きからお支払いまでの期間は、２～３カ月程度です。 お支払いの前に、審査結果・振込等のお知らせをいたします。
○ 今後、年金記録が訂正される方
　 記録の訂正の手続き以外に特別の手続きは必要ありません。年金記録の訂正に合わせて自動的に手続きを行い、５年を経過した分
　 の年金額もお支払いします。

３．必要な手続き

○ 年金を受給している方の場合
　「年金証書」、「振込通知書」など基礎年金番号・年金コードが確認できるもの
○ 未支給年金を受けたことがあるご遺族が手続きされる場合
● 亡くなられた方が受けていた年金の「振込通知書」、「未支給年金支給決定通知書」など亡くなられた方の基礎年金番号・年金コードが
　確認できるもの
● 手続きをされる方のご本人確認ができる身分証明書（運転免許証等）
● 振込を希望される金融機関の預金口座の通帳
○ 未支給年金を受けたことがないご遺族が手続きされる場合下記のお問合せ先に必要となる書類をお問い合わせください。
※ ご本人以外の方が代理で手続きされる場合は、次のものをお持ちください。
● 委任状
● 委任を受けた方（実際に窓口に来られる方）の身分証明書（運転免許証等）

４．窓口での手続きの際に、お持ちいただくもの

今までの取扱い

今後の取扱い

○ 「年金時効特例法」の成立により、時効消滅により受け取ることができなかった分も全期間さかのぼってお支払いします。

▼60歳 ▼71歳▼66歳

後で判明

当　　初

５年を超える分は、時効消滅

当初からお支払い

増額分は５年間分をさかのぼってお支払い 全額を
お支払い
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　平成16年10月１日にごみの有料化が開始され、3年目になります。ごみの量はどのように変わったのでしょうか。
そして私たちはこれから何をしていけばいいのでしょうか。もう一度ごみのことを考えてください。

　日常、家庭から出るごみのうち、容器包装プラスチックの占める割合は約４割といわれています。容器包装プラスチッ
クも大事な資源です。正しい分別を再度ご確認いただき、守ってください。「プラ」マークの表示を参考にしてください。

　ごみを減らそうといつも努力している人、やらなければいけないと思っていてもなかなかできない人、
ぜんぜん気にしていない人、いろいろな人がいます。ごみの減量はとても大きな問題です。みんなが同じ
気持ちにならないと、なかなか減っていきません。まずは今日から！できることから！はじめてください。

ごみの排出量が増えています！ごみの排出量が増えています！ごみの排出量が増えています！ごみの排出量が増えています！ごみの排出量が増えています！

これからもっとごみを減らすためにこれからもっとごみを減らすためにこれからもっとごみを減らすためにこれからもっとごみを減らすためにこれからもっとごみを減らすために

もう一度確認 容器包装プラスチックの分別もう一度確認 容器包装プラスチックの分別もう一度確認 容器包装プラスチックの分別もう一度確認 容器包装プラスチックの分別もう一度確認 容器包装プラスチックの分別

① 瑞穂町のごみ総量を見てみましょう。

② １日１人当りのごみ排出量を見てみましょう。

例えば・・・、
①生ごみの水切りを徹底する
②生ごみを堆肥にする
③缶ジュースやペットボトルではなく水筒持参
④食事は必要な分だけ作る
⑤買い物はマイバッグを持参

⑥リサイクルショップやフリーマーケットを上手に活用
⑦自分のごみは自分で分別しごみ箱へ
⑧コンビニエンスストアやスーパーマーケットで必要ないときは
　レジ袋を断る
⑨無駄な物が増えないよう、買い物前によく考えてから買う

☆上記のグラフを見ると、昨年度は前年度に比べ、3.5%もごみ量が増加してしまいました。

☆1日に1人が排出するごみ量が多摩地域の平均を大きく上回っています。
　※多摩地域（30市町村）の平均707.4ｇ　参考：卵１個分（約50ｇ）、レジ袋１枚（約5ｇ～10ｇ）

 

レジ袋など、
透明か半透明の
袋に入れて出します。

燃やせるごみ用の
指定収集袋で
出します。
（資源にならないため）

汚れていたり、
きれいに洗えないもの

洗ったもの
商品を入れたり包んだりしている
プラスチック製の容器や包装

きれいにすてれば
ごみじゃない！

902g 847g 782g 787g

55gの減量 65gの減量 5gの増量

0t 2,000t 4,000t 6,000t 8,000t 10,000t 12,000t 14,000t 16,000t 18,000t

17,078t

14,145t

12,281t

12,715t

17.2%減

13.2%減

3.5%増

瑞
穂
町
の
ご
み
総
量

～再びごみが増え続ける日々がこないように～
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